
特定非営利活動法人メ イ ク ユースマイ ル神戸 

     

定  款 

 

第１ 章 総 則 

（ 名称）  

第１ 条  

当法人は、 特定非営利活動法人メ イ ク ユースマイ ル神戸と 称する。  

（ 主たる事務所）  

第２ 条 

当法人は、 主たる事務所を神戸市に置く 。  

 

第２ 章 目的及び事業 

 

（ 目的）   

第３ 条 当法人は、「 年齢、 性別、 障害のあるなし に関係なく 、 さ まざまな人が交流できる場づく

り 」 や「 障がい者が社会参加へのき っ かけと なる企画」 を通じ て「 お互いの違いに関係なく 共に生き

る多様性社会の重要さ 、 楽し さ 」 を子ども たちをはじ め多く の人たちに伝え、「 差別のない笑顔あふ

れる地域社会創り 」 に貢献するこ と を目的と する。  

 

 （ 特定非営利活動の種類）  

第４ 条 当法人は第３ 条の目的を達成するため、 次に掲げる特定非営利活動を行う  

（ 1）  保健、 医療又は福祉の増進を図る活動 

（ 2）  社会教育の推進を図る活動 

（ 3）  まちづく り の推進を図る活動 

（ 4）  観光の振興を図る活動 

（ 5）  学術、 文化、 芸術又はスポーツの振興を図る活動 

（ 6）  子ども の健全育成を図る活動 

 

（ 事業の種類）  

第５ 条 こ の法人は、 第３ 条の目的を達成するため、 次の特定非営利活動に係る事業を行う 。  

（ １ ） 子ども と 障がい者、 地域住民の交流促進事業 



（ ２ ） 障がい者の社会参加のためのイ ベント 事業 

（ ３ ） 手話の普及活動事業 

（ ４ ） ユニバーサルデザイ ン地域ブラ ンド 衣料商品開発販売事業 

（ ５ ） 障がい者への理解を深めるための講演事業 

（ ６ ） 障がい者用衣料貸出事業 

（ ７ ） その他、 本会の目的達成のために必要な事業 

 

第３ 章 会員 

 

（ 会員の種類）  

第６ 条 当法人の会員は次の２ 種と し 、 正会員をも っ て特定非営利活動推進法（ 以下「 法」 と い

う ） 上の社員と する。  

（ １ ）  正会員 こ の法人の目的に賛同し て入会し た以下の２ 種類の個人または団体 

    ・ 一般会員   フ レッ シュ 会員に該当し ない会員 

・ フ レッ シュ 会員 学生又は社会人２ 年目までの会員 

（ ２ ）  賛助会員 こ の法人の目的に賛同し 、 賛助の意思を持つ個人または団体 

 

（ 入会）  

第７ 条 会員の入会については特に条件を定めない。  

２  会員と し て入会し よう と するも のは、 その旨を文書で理事長に申し 込むも のと し 、 理事長は 

正当な理由がない限り 、 入会を認めなければなら ない。  

３  理事長は、 前項のも のの入会を認めないと きは、 速やかに、 理由を付し た書面をも っ て本人に

その旨を通知し なければなら ない。  

 

（ 年会費）  

第８ 条 会員は、 総会において別に定める年会費を納入し なければなら ない。  

 

（ 会員の資格喪失）  

第９ 条 社員が次の各号のいずれかに該当する場合には、 その資格を喪失する。  

（ １ ）  退会の申し 出があっ たと き 。  

（ ２ ）  除名さ れたと き。  

（ ３ ） 本人が死亡し 、 又は会員である団体が消滅し たと き。  

（ ４ ） 継続し て２ 年以上会費を滞納し たと き 。  



（ 退会）  

第１ ０ 条 会員は、 退会し よう と すると き は、 その旨を文書で理事長に提出し て任意に退会をする

こ と ができ る。  

 

（ 除名）  

第１ １ 条 会員が次のいずれかに該当すると き、 又は総会によっ て正会員総数２ 分の１ 以上の同意

により 会員を除名するこ と ができる。 こ の場合、 その会員に対し 、 議決前に弁明の機会を与えなけ

ればなら ない。  

（ １ ）  法令、 定款に違反し たと き 。  

（ ２ ）  こ の法人の名誉をき 損し 、 設立の趣旨に反し 、 又は秩序を乱す行為をし たと き 。  

 

（ 拠出金品の不返還）  

第１ ２ 条 既に納入し た会費、 及びその他の拠出金品は、 こ れを返還し ない。  

 

 

第４ 章 役員及び職員 

（ 種別及び定数）  

第１ ３ 条 当法人に、 次の役員を置く 。  

（ １ ） 理事 ３ 名以上 15 名以下 

（ ２ ） 監事 １ 名 

２  理事のう ち１ 名を理事長と する。  

 

（ 選任等）  

第１ ４ 条 理事及び監事は、 総会において選任する。  

２  理事長及び副理事長を理事の互選と する。  

３  役員のう ちには、 それぞれの役員について、 その配偶者も し く は３ 親等以内の親族が１ 人を超

えて含まれ、 又は当該役員並びにその配偶者及び３ 親等以内の親族が役員の総数の３ 分の１ を 含ま

れるこ と になっ てはなら ない。  

４  監事は、 理事又はこ の法人の職員を兼ねるこ と はできない。  

 

（ 職務）  

第１ ５ 条 理事長は、 当法人を代表し 、 その業務を総理する。  

２  理事長以外の理事は、 こ の法人の業務について、 こ の法人を代表し ない。  



３  理事長に事故あると き 又は理事長が欠けた時は、 理事長があら かじ め指名し た順序によっ て、

その職務を代行する。  

４  理事は理事会を構成し 、 こ の定款の定め及び理事会の議決に基づき、 こ の法人の業務を執行す

る。  

５  監事は、 次に揚げる業務を行う 。  

（ １ ）  理事の業務執行の状況を監査するこ と 。  

（ ２ ）  こ の法人の財産の状況を監査するこ と 。  

（ ３ ）  前２ 号の規定による監査の結果、 こ の法人の業務又は財産に関し 不正の行為又は法令若し く

は定款に違反する重大な事実があるこ と を発見し た場合には、 こ れを総会又は所轄庁に報告

するこ と 。  

（ ４ ）  前号の報告をするために必要がある場合には、 総会を招集するこ と 。  

（ ５ ）  理事の業務執行の状況若し く はこ の法人の財産の状況について、 理事に意見を述べ、 又は理

事会の招集を請求するこ と 。  

 

（ 任期等）  

第１ ６ 条 

役員の任期は、 ２ 年と する。 ただし 再任を妨げない。  

２  前項の規定にかかわら ず、 任期満了前に、 就任後２ 事業年度が終了し た後の総会において後任

の役員が選任さ れた場合には、当該総会が終結するまでを任期と し 、また、任期満了後後任の役

員が選任さ れていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。 

３  補欠のため、 又は増員によっ て就任し た役員の任期は、 それぞれの前任者又は現任者の任期の

残存期間と する。  

４  役員は、 辞任又は任期満了後においても 、 後任者が就任するまでは、 その職務を行わなければ

なら ない。  

 

（ 欠員補充）  

第１ ７ 条 理事又は監事のう ち、 その定数が３ 分の１ を超えるも のがかけたと き は、 遅滞なく こ れ

を補充し なければなら ない。  

（ 解任）  

第１ ８ 条 役員が次の各号のいずれかに該当すると き は、 総会の議決により 、 こ れを解任するこ と

ができ る。 こ の場合、 その役員に対し 、 議決する前に弁明の機会を与えなければなら ない。  

（ １ ）  心身の故障のため、 職務の遂行に堪えないと 認めら れると き 。  

（ ２ ）  職務上の義務違反その他役員と し てふさ わし く ない行為があっ たと き 。  

 

（ 報酬等）  



第１ ９ 条 役員には報酬を与えるこ と ができ る。 ただし 、 役員のう ち報酬を受ける者の数が役員の

総数の３ 分の１ 以下でなければなら ない。  

２  役員には、 その職務を執行するために要し た費用を弁償するこ と ができ る。  

３  前２ 項に関し 、 必要な事項は総会の議決を経て、 理事長が別に定める。  

 

（ 職員）  

第２ ０ 条 当法人に事務局長その他職員を置く こ と ができる。  

２  事務局長その他の職員は、 理事長が任免する。  

 

 

第５ 章 総会 

 

（ 種別）  

第２ １ 条 当法人の総会は、 通常総会及び、 臨時総会の２ 種と する。  

 

（ 構成）  

第２ ２ 条 総会は正会員をも っ て構成する。  

 

（ 機能）  

第２ ３ 条 総会は、 以下の事項について議決する。  

( 1)  定款の変更 

( 2)  解散 

( 3)  合併 

( 4)  事業報告及び決算 

( 5)  役員の選任又は解任及び報酬 

( 6)  会員の除名 

( 7)  会費の額 

( 8)  その他、 理事会が総会に付すべき事項と し て議決し た事項 

 

（ 開催）  

第２ ４ 条 通常総会は、 毎事業年度１ 回開催する。  

２  臨時総会は、 次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。  

( 1)  理事会が必要と 認め、 招集の請求をし たと き 。  

( 2)  正会員の総数 5 分の 1 以上から 、 会議の目的を記載し た書面あるいは電子的方法により によ

り 招集の請求があっ たと き 。  

( 3)  第１ ５ 条第５ 項第４ 号に基づき 監事から 招集があっ たと き。  

 



（ 招集）  

第２ ５ 条 総会は、 前条第 2 項第 3 号の場合を除いて、 理事長が招集する。  

２  理事長は前条第２ 項第１ 号及び第２ 号の規定による請求があっ たと きは、 その日から 30 日以

内に臨時総会を招集し なければなら ない。  

３  総会を招集すると きは、 会議の日時、 場所、 目的及び審議事項を記載し た書面、 あるいは電子

的方法により 、 少なく と も 5 日前までに通知し なければなら ない。  

 

（ 議長）  

第２ ６ 条 総会の議長は、 その総会において出席し た正会員の中から 選任する。  

 

（ 定足数）  

第２ ７ 条 総会は正会員総数の 2 分の 1 以上の出席がなければ開会するこ と ができない。  

 

（ 議決）  

第２ ８ 条 総会における議決事項は、 第 25 条第 3 項の規定により あら かじ め通知さ れた事項と す

る。 ただし 、 議事が緊急を要し 、 かつ出席し た正会員の 4 分の 3 以上の同意があれば、 その事項に

ついて議決するこ と ができ る。  

２  総会の議事は、 こ の定款に別に定めるも ののほか、 総会に出席し た正会員の過半数をも っ て決

し 、 可否同数の時は、 議長の決すると こ ろ による。  

３  前 2 項の規定にかかわら ず、 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案をし た場合

において、 当該提案につき 正会員全員が書面又は電子的記録により 合意の意思表示をし たと き は、

当該提案を可決する旨の総会の決議があっ たも のと みなす。  

 

（ 表決権等）  

第２ ９ 条 各正会員の表決権は平等なも のと する。  

２  やむを得ない理由により 総会に出席でき ない正会員は、 あら かじ め通知さ れた事項について書

面あるいは電子的方法をも っ て表決し 、 又は他の正会員を代理人と し て表決を委任するこ と ができ

る。 こ の場合において、 第２ ７ 条、 前条第２ 項、 次条第１ 項第３ 号及び第４ ８ 条の規定の適用につ

いては、 出席し たも のと みなす。  

３  議決すべき事項について特別な利害関係を有する正会員は、 その事項について表決権を行使す

るこ と ができ ない。  

 

（ 議事録）  

第３ ０ 条 総会の議事については、 次の事項を記載し た議事録を作成し なければなら ない。  

( 1)  日時及び場所 

( 2)  正会員の現在数 

( 3)  総会に出席し た正会員の数（ 書面表決者及び表決委任者あるいは電子的方法による表決者及び

表決委任者がある場合にはその数を付記するこ と 。）  



( 4)  議長の選任に関する事項 

( 5)  審議事項 

( 6)  議事の経過の概要及び議決の結果 

( 7)  議事録署名人の選任に関する事項 

２  議事録には、 議長及びその会議において選任さ れた議事録署名人２ 人が記名・ 押印し なければ

なら ない。  

３  前２ 項の規定にかかわら ず、 正会員全員が書面又は電子的記録により 同意の意思表示をし たこ

と によっ て、 総会の決議があっ たと みなさ れた場合においては、 次の事項を記載し た議事録を作成

し なければなら ない。）  

( 1)  総会の決議があっ たも のと みなさ れた事項の内容 

( 2)  前号の事項の提案をし た者の氏名又は名称 

( 3)  総会の決議があっ たも のと みなさ れた日 

( 4)  議事録の作成に係る職務を行っ た者の氏名 

 

第６ 章 理事会 

 

（ 構成）  

第３ １ 条 理事会は理事をも っ て構成する。  

 

（ 権能）  

第３ ２ 条 理事会は、 こ の定款に別に定めるも ののほか、 次に揚げる事項を議決する。  

( 1)  事業計画及び予算並びにその変更 

( 2)  理事の職務 

( 3)  借入金、 その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

( 4)  事務局の組織及び運営 

( 5)  総会に付議すべき 事項 

( 6)  総会の議決し た事項の執行に関する事項 

( 7)  その他総会の議決を要し ない業務の執行に関する事項 

 

（ 開催）  

第３ ３ 条 理事会は、 次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。  

( 1)  理事長が必要と 認めた時 

( 2)  理事総数の３ 分の１ 以上から 会議の目的を示し て招集の請求があっ たと き。  

( 3)  第１ ５ 条第５ 項第５ 号に基づき 監事から 招集の請求があっ たと き。  

 

（ 招集）  

第３ ４ 条 理事会は理事長が招集する。  



２  理事長は、 前条第２ 号及び第３ 号の規定による請求があっ たと き は、 その日から 14 日以内に

理事会を招集し なければなら ない。  

３  理事会を招集すると き は、 会議の日時、 場所、 目的及び審議事項を記載し た書面又は電子的方

法により 、 少なく と も 10 日前までに通知し なければなら ない。  

 

（ 議長）  

第３ ５ 条 理事会の議長は、 理事長がこ れに当たる。  

 

（ 定足数）  

第３ ６ 条 理事会は、 理事総数の過半数の出席がなければ開会するこ と ができ ない。  

 

（ 議決）  

第３ ７ 条 理事会における議事事項は、 第 34 条第 3 項の規定により あら かじ め通知さ れた事項と

する。 ただし 、 議事が緊急を要し 、 かつ出席し た理事の 3 分の 2 以上の合意があれば、 その事項に

ついて議決を行う こ と ができ る。  

２  理事会の議事は、 理事総数の過半数をも っ て決し 、 可否同数の時は、 議事の決すると こ ろ によ

る。  

 

（ 表決権等）  

第３ ８ 条 各理事の表決権は平等なるも のと する。  

２  やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、 あら かじ め通知さ れた事項について書

面または電子的方法によっ て表決するこ と ができる。 こ の場合において第３ ６ 条及び次条第１ 項第

３ 号の規定の適用については、 出席し たも のと みなす。  

３  議決すべき事項について特別な利害関係を有する理事は、 その事項について表決権を行使する

こ と ができ ない。  

 

（ 議事録）  

第３ ９ 条 理事会の議事については、 次の事項を記載し た議事録を作成し なければなら ない。  

( 1)  日時及び場所 

( 2)  理事の現在数 

( 3)  理事会に出席し た理事の数および氏名（ 書面表決者及び電子的方法による表決者にあっ てはそ

の旨を付記するこ と 。）  

( 4)  審議事項 

( 5)  議事の経過の概要及び議決の結果 

( 6)  議事録署名人の選任に関する事項 

２  議事録には、 議長及び出席し た理事のう ちから その会議において選任さ れた議事録署名人 2 人

が署名・ 押印（ 記名・ 押印でも 構いません。） し なければなら ない。  

 



 

第 7 章 資産及び会計等 

 

（ 資産の構成）  

第４ ０ 条 こ の法人の資産は、 次に掲げるも のをも っ て構成する。  

( 1)  設立当初の財産目録に記載さ れた資産 

( 2)  年会費 

( 3)  寄付金品 

( 4)  事業に伴う 収益 

( 5)  資産から 生じ る収益 

( 6)  その他の収益 

 

（ 資産の管理）  

第４ １ 条 こ の法人の資産は、 理事長が管理し 、その方法は、 総会の議決を経て、理事長が別に定め

る。  

 

（ 会計の原則）  

第４ ２ 条 こ の法人の会計は、 法第２ ７ 条各号に掲げる原則に従っ て行う も のと する。  

 

（ 事業年度）  

第４ ３ 条 こ の法人の事業年度は、 毎年 4 月 1 日に始まり 、 翌年 3 月 31 日に終わる。  

 

（ 事業計画及び予算）  

第４ ４ 条 こ の法人の事業計画及びこ れに伴う 予算は、 理事長の責任のも と 作成し 、 理事会の議決

を経なければなら ない。  

 

（ 暫定予算）  

第４ ５ 条 前条の規定にかかわら ず、 やむを得ない事由により 予算が成立し ないと き は、 予算成立

までは、 前事業年度の予算に準じ 執行するこ と ができ る。  

２  前項の規定による執行は、 新たに成立し た予算に基づく も のと する。  

 

（ 予算の追加及び更正）  

第４ ６ 条 予算成立後にやむを得ない事由が生じ たと き は、 理事会の議決を 経て、 既定予算の追加

又は更正をするこ と ができ る。  

 

（ 事業報告及び決算）  



第４ ７ 条 こ の法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、

毎事業年度終了後、 速やかに、理事長の責任のも と 作成し 、監事の監査を受け、 総会の議決を経なけ

ればなら ない。  

２  決算上余剰金を生じ たと き は、 次事業年度に繰り 越すも のと する。  

 

第８ 章 定款の変更、 解散及び合併 

（ 定款の変更）  

第４ ８ 条 こ の定款を変更し よう と すると き は、 総会において出席をし た正会員の４ 分の３ 以上の

議決を経、 かつ、 法第２ ５ 条第３ 項に定める以下の事項に係る定款の変更の場合、 所轄庁の認証を

得なければなら ない。  

( 1)  目的 

( 2)  名称 

( 3)  その行う 特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

( 4)  主たる事務所及びその他の事業所の所在地（ 所轄庁の変更を伴う も のに限る）  

( 5)  社員の資格の得喪に関する事項 

( 6)  役員に関する事項（ 役員の定数に係るも のを除く ）  

( 7)  会議に関する事項 

( 8)  その他の事業を行う 場合には、 その種類その他当該その他の事業に関する事項 

( 9)  解散に関する事項（ 残余財産の帰属すべき者に係るも のに限る）  

( 10） 定款の変更に関する事項 

 

（ 解散）  

第４ ９ 条 こ の法人は、 次に掲げる事由により 解散する。  

( 1)  総会の決議 

( 2)  目的と する特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

( 3)  正会員の欠乏 

( 4)  合併 

( 5)  破産手続開始の決定 

( 6)  所轄庁による設立の認証の取り 消し  

２  前項第１ 号の事由により 解散する場合は、 正会員総数４ 分の３ 以上の承諾を得なければなら な

い。  

３  第１ 項第２ 号の事由により 解散すると き は、 所轄庁の認定を得なければなら ない。  

 

（ 残余財産の帰属）  

第５ ０ 条 こ の法人が解散（ 合併又は破産手続開始の決定による解散を除く 。） し たと き残存する財

産は、 法第１ １ 条第３ 項に掲げる 者のう ち解散時の総会において選定し た法人に譲渡するも のと す

る。         



 

（ 合併）  

第５ １ 条 こ の法人が合併し よう と すると き は、 総会において正会員総数の４ 分の３ 以上の議決を

経、 かつ、 所轄庁の認証を得なければなら ない。  

第９ 章 公告 

（ 公告の方法）  

第５ ２ 条 こ の法人の広告は、 こ の法人の掲示場に掲示すると と も に、 官報に掲載し て行う 。 たた

し 、 貸借対照表の公告については、 こ の法人のホームページに掲載を行う 。         

 

 

 

第１ ０ 章 雑則 

 

（ 施行細則）  

第５ ３ 条 こ の定款の施行について必要な事項は、 理事会の議決を経て理事長がこ れを定める。  

 

附則 

１  こ の定款は、 こ の法人の成立の日から 施行する。  

 

２  こ の法人の設立当初の役員は次の通り と する。  

   理 事 長  中 村 美 智 留 

   副理事長  早 川 千 恵 子 

   副理事長  板 垣  宏 明 

   理  事  門 前  喜 康 

   理  事  神吉  裕子 

   理  事  豊 田 真 紀 子 

   理  事  巽   郁子 

   理  事  香川  真二 

   理  事  中内  淑文 

理  事  武貞  知範 

   監  事 坂井  大起 

 

３  こ の法人の設立当初の役員の任期は、 第１ ６ 条第１ 項の規定にかかわら ず、 設立の日から 最初

の通常総会が終了するまでと する。  

 

４  こ の法人の設立当初の事業計画及び予算は、 こ の定款の規定にかかわら ず、 設立総会で定める



も のと する。  

 

５  こ の法人当初の事業年度は、 こ の定款の規定にかかわら ず、 成立の日から 2026 年 3 月 31 日ま

でと する。  

 

６  こ の法人の設立当初の入会金及び会費は、こ の定款の規定にかかわら ず、次に掲げる額と する。  

（ １ ）  正会員（ 一般会員）     個人       団体 

年会費       3, 000 円    10, 000 円 

（ フ レッ シュ 会員）          

年会費       1, 000 円 

（ ２ ）  賛助会員 

年会費       3, 000 円    一口 10, 000 円    





設立趣旨書 

１ 趣旨 

現在子どもたちを取り巻く環境は、スマートフォンの普及や少子化によって「実際にいろいろな人と触れ合う体験

の少なさ」「他人を思いやる想像力の育ちにくさ」が問題となり、いじめや不登校、子どもの自殺などに繋がっている

と思われます。また、発達障害と診断される子どもやグレーソーンの子どもも増加傾向にあり、35 人クラスに約 3

名となっています（文部科学省 2022 年調査）。そんな中支援学校の生徒数は年々増え、「自分と違う」子ども同士の

触れ合いがますます減少しています。 

そんな今だからこそ、心が柔軟な幼少期に「他人の違いを認めることは、自分のことも認めてもらえることになる。」

「工夫をすれば、お互いの違いを受け入れあうことができる」「助ける側が助けてもらう側になることもある」「誰かの

役に立てることで、自分も笑顔になれる」といった「障害のあるなし関係なく共に生きる多様性社会の重要さ、楽し

さ」を体験してもらう場と機会を地域の大人がつくることは、「差別なく生きる子どもたちの未来の社会づくり」、「誰

でもみんなが思いあい助け合う地域づくり」に必要かつ重要であると思われます。 

そしてまた「障害あるなし関係なく交流できる社会」には、障がい者が地域社会で交流できる環境と場づくりが必

要であると思われます。  

 

 子どもたちの社会性や生き方に大きな影響を与える家庭、特に母親に「自分の子どもの幸せは周りの人との関わ

り方に大きな影響を受ける」ということに気づいてもらうために、これまでイベントをしたことのない女性を中心に

「周りの誰かを笑顔にして自分も笑顔になれるイベント」を企画、協力して実施しました。それが回数を重ね仲間が増

えたことで「市民グループ」M.Y.S Kobe 立ち上げました。 

２０１６年に始めた「ユニバーサルファッションショー」においては、モデルとなる障がい者とその家族にとって、モ

デルとして人前で自己表現することによって生まれる自信とそこに至るまでのいろいろな交流や体験が社会生活の

中で、前向きに生きるきっかけづくりとなっています。そしてイベントを実施、支援するスタッフは支える楽しさと喜

びに社会貢献の意義を感じ、観客は障がい者モデルの頑張りに勇気と感動をもらう、という関わった人全員にとっ

て社会的意義の大きな企画として、現在私たちの活動の核になっている。これまで神戸市内各所で 7 回の開催を重

ねてきました。 

 大きな転機は 2022 年に始めた「子どもの居場所」、「手話パフォーマンス活動」に、これまで「ユニバーサルファッ

ションショー」モデルとしてイベント時に参加してくれていた車いすユーザーがスタッフとして活動メンバーに加わり、

共に「多様性の大切さ楽しさ」を子どもたちに伝える、という役割を担ってくれるようになったことです。「子どもの

居場所」「手話パフォーマンス活動」では子どもたちと車いすユーザーや聴覚、視覚障害のあるスタッフとの間に自然

な交流がうまれています。 

また、友人関係や発達状態で悩んでいて、学校ではうまく友達と遊べない子どもたちが「子どもの居場所」に参加

する中でその「悩んでいた状況の改善が見られた」というおうちの方からの嬉しい報告もあります。活動に参加して

くれる子どもたちの数が大きく増えてきたことはこの活動が地域に根付いてきたことの成果であると考えています。 

そしてもう一つの大きな役割として、私たちの活動が障がいのある方たちの社会参加と自信に繋がっていること

です。「ユニバーサルファッションショー」モデルとして、地域のボランティアとして、自身の挑戦だけでなく、同様な障

害を抱えた仲間たちにむけて「勇気をもって挑戦しよう」と呼びかけるリーダシップを生み出しています。 

今後は車いすユーザーをはじめ聴覚障害や知的障害の仲間たちとともに「障害があってもなくても共に楽しめる

世界」をこどもたちに伝えるために、「みんなが生きやすい街づくり」のために、更なるアイディアを出し合い、地域や

行政と連携し活動の枠を広げる取り組みをしていきたいと思っています。 

 

 今回法人として申請をするに至ったのは、これまで約９年間任意団体として実践してきた活動や事業を更に地域に



定着させ継続的に推進していくことと、より幅広く子どもたちや障害のある人、そこに関わるみなさんへ向けて活動

を広げていくために、行政や関連団体と連携を深めていく必要があること等の観点から、社会的にも認められた公

的な組織にしていくことが最良の策だと考えたからです。また当団体の活動が営利目的ではなく、多くの市民の

方々に参画して頂くことが不可欠であるという点から、特定非営利活動法人格を取得するのが最適であると考えま

した。 

 

法人化することによって、組織を発展、確立することができ、将来的には「障害のあるなし関係ない多様性社会の重

要性、楽しさ」を地域、学校、障害のある方などと広く連携し、子どもたちに伝えるためのさまざまな事業や、障がい

者が差別を受けずに自分らしく輝けるための事業を展開し、その結果地域社会に広く貢献できると考えています。 

 

２ 申請に至るまでの経緯 

２０１５年１１月 神戸市長田区にて市民活動グループ「M.Y.S Kobe（メイクユースマイル神戸）」発足 

２０１６年１０月 「第一回ユニバーサルファッションショーin 板宿本通り商店街」（須磨区）開催 

２０１８年１０月 「第二回ユニバーサルファッションショーin 須磨海岸」（須磨区）開催 

２０２１年１０月 「第三回ユニバーサルファッションショーin 須磨寺」（須磨区）開催 

２０２２年７月 「ひょうごユニバーサル社会づくり賞」 団体部門 知事賞受賞 

同 １０月 「第四回プリンセスファッションショーin ブランチ神戸」（垂水区）開催 

同 １１月 「第五回カントリーファッションショーin 楽農生活センター」（西区）開催 

同      神戸市西区にて「こどもの居場所みんなでスマイル」開始 

（以降コープ西神店にて毎月一回開催 2025/1 現在 計 24 回開催） 

   同      手話パフォーマンスグループ「虹色スマイル」結成 

２０２３年５月  手話パフォーマンス「虹色スマイル」西区神戸まつり出演 

２０２４年２月  「虹色フェスティバル」in 西神中央ホール（西区）開催 

             「第六回ユニバーサルファッションショー」を同時開催 

      3 月  サンテレビ「KOBE LIFE」にて代表中村の 30 分ドキュメンタリー番組放送 

同  ４月  会員間で法人化の意思確認 

      ８月  「バリアフリー成人式」in たまつホール（西区）開催 

             「第七回成人ユニバーサルファッションショー」を同時開催 

      １０月  手話パフォーマンス「虹色スマイル」、「春日台小学校どんぐり祭り」などステージ出演 

      12 月 8 日 設立準備会（臨時総会）開催 

2025 年 1 月 第 1 回「ユニバーサルデザイン地域ブランド衣装」開発ミーティング 

２月９日 設立総会開催 

 

202５年 2 月９日 

                                  特定非知事賞営利活動法人 メイクユースマイル神戸 

                                  設立代表者     

中村美智留 



２，特定非営利活動に係る事業

定款の事業名
プロジェクト内容

（具体的な事業内容）
実施時期・回

数など
実施場所

受益対象及び
予定人数

収益見込み
（千円）

4.27
5.25
6.22
7.27
8.24
9.28
10.26
11.23

2026.1.25
2.22
3.22

240

3．事業実施体制
 (1)会議に関する事項

①通常総会 6月
②理事会 年１回

（2)事務局体制
事務局長・・・巽郁子

0

「多様性社会の重要性と
楽しさを伝える」
講演会の講師派遣

10

・４月デザイン
決定

・８月製作開始
・１１月ファッ
ションショー時
に商品は発表
・以降販売開始

「神戸発〜障害の有無、
男女、年齢関係なくはけ
るおしゃれでカッコいい
サルエルパンツ」の

ブランド立ち上げ、販売

・練習日
年２0回程度
・地域イベン
トの出演
年６回程度
・児童館など
での手話講座
年３回程度

30

0

令和７年度事業計画書
特定非営利活動法人

メイクユースマイル神戸

(1)障がい者の社会参加の
ためのイベント事業

「ユニバーサルファッ
ションショー」in中央区

神戸市中央区
ハーバーランド

「スペースシアター」

１，基本方針

200
一般市民
障がい者
1,000人

 法人設立を機に、これまで行ってきた事業を通じて培ってきたさまざまなネットワークを活用、これまで神戸市西部
中心で行ってきた各種事業のエリアを少しずつ広げていきたいと考えています。特に本年度においては、各種事業の中
から、エリアの拡大に効果的と思われる「ユニバーサルファッションショー」とそれにまつわる事業を重点項目としま
す。

11.9

(2)子どもと障がい者、地
域住民の交流促進事業

子どもの居場所
「みんなでスマイル」
毎月地域の子どもたちに
むけて高齢者や障がい者
みんな誰でも一緒に楽し

める居場所を開催

コープ西神店
「組合員集会室」

幼児、小学生、
中学生高校生大
学生、高齢者、
障害のあるボラ

ンティア
約４０名/回

（５）障がい者への理解
を深めるための講演事業

学校等での講
演会

年３回程度

小学校、中学校、
高校、専門学校、

大学など

児童、学生
150人/回

(4)ユニバーサルデザイン
地域ブランド衣料
商品開発販売

・コープ神戸催事場
・地域イベント会場
・オンラインショップ

など

障がい者５００人
一般市民５００人

/年

(3)手話の普及活動

幼児、小学生、
中学生高校生大
学生、高齢者、

障害者
約３０名/回

手話パフォーマンス
「虹色スマイル」

地域の子どもたちと障が
いのあるなし関係ないメ
ンバーで手話パフォーマ
ンスを練習し、ステージ

に出演

・練習コープ西神店
「組合員集会室」な

ど
・ステージ出演「西
区神戸まつり」など
・手話講座神戸市内

各所児童館



２，特定非営利活動に係る事業

定款の事業名
プロジェクト内容  （具

体的な事業内容）
実施時期・回数

など
実施場所

受益対象及び
予定人数

収益見込み
（千円）

4.26
5.24
6.28
7.26
8.23
9.27
10.25
11.22

2027．1.24
2.28
3.28

６）障がい者用衣料貸出事業 「キモノール」貸出 随時
・地域イベント会
場  ・オンライ
ンショップなど

障がい者
２０人/年

50

280

3．事業実施体制
 (1)会議に関する事項

①通常総会 6月
②理事会 年１回

（2)事務局体制
事務局長・・・巽郁子

30

100

令和８年度事業計画書
特定非営利活動法人

メイクユースマイル神戸

 １．基本方針
法人設立２年目は、法人化を機に始めた新たな事業を本格的にスタートさせると同時に、その他の事業においてもさまざま
なネットワークを活用、さらに各種事業のエリアを少しずつ広げていきたいと考えています。特に本年度においては、各種
事業の中から、エリアの拡大に効果的と思われる「ユニバーサルデザイン地域ブランド衣装」の普及、とそれにまつわる事
業を重点項目とします。

(1)障がい者の社会参加のため
のイベント事業

「ユニバーサルファッショ
ンショー」

11月頃 未定
一般市民
障がい者
1,000人

0

(3)手話の普及活動

手話パフォーマンス 「虹
色スマイル」   地域の
子どもたちと障がいのある
なし関係ないメンバーで手
話パフォーマンスを練習
し、ステージに出演

・練習日   年
２0回程度 ・地
域イベントの出演
年６回程度 ・児
童館などでの手話
講座年３回程度

50

(4)ユニバーサルデザイン
地域ブランド衣料
商品開発販売

「神戸発〜障害の有無、男
女、年齢関係なくはけるお
しゃれでカッコいいサルエ
ルパンツ」の  ブランド

普及、販売

販売会10回/年

・コープ神戸催事場
・地域イベント会場
・オンラインショッ

プなど

障がい者２００人
一般市民２００人

/年
50

（５）障がい者への理解を深
めるための講演事業

「多様性社会の重要性と楽
しさを伝える」   講演

会の講師派遣

学校等での
講演会

年５回程度

小学校、中学校、
高校、専門学校、

大学など

児童、学生
250人/回

(2)子どもと障がい者、地域住
民の交流促進事業

子どもの居場所   「み
んなでスマイル」 毎月地
域の子どもたちにむけて高
齢者や障がい者みんな誰で
も一緒に楽しめる居場所を

開催

コープ西神店
「組合員集会室」

幼児、小学
生、中学生高
校生大学生、
高齢者、障害
のあるボラン

ティア
約４０名/回

・練習コープ西神
店「組合員集会

室」など
・ステージ出演
「西区神戸まつ
り」など ・手話
講座神戸市内各所

児童館

幼児、小学
生、中学生高
校生大学生、
高齢者、障害
者    約
３０名/回



1.

2.

3.

4.

5.

1.

2.

印刷費 10,000

光熱水費 0

通信費 10,000
旅費交通費 10,000

0

264,000

3,476,000
　当期正味財産増減額 64,000
　設立時正味財産額 200,000
　次期繰越正味財産額

講師謝礼 20,000
その他経費計 105,000

消耗品費 20,000

保険料 15,000
会議費 20,000

105,000
　　経常費用計

管理費計

0
法定福利費

租税公課 0

（2）その他経費
人件費計 0

会議費 0

3,371,000
管理費
（1）人件費

給与手当

その他経費計 3,371,000
事業費計

保険料 42,000
会場費 560,000

旅費交通費 250,000

人件費計 0
（2）その他経費

講師謝金 1,320,000

通信費 36,500

消耗品費 947,500
印刷費 215,000

0

3,540,000
Ⅱ 経常費用

事業費
（1）人件費 0

給与手当 0
法定福利費 0

　　経常収益計

その他収益
受取利息
雑収益　 5,000

5,000

受取民間助成金 2,895,000
2,895,000

虹色スマイル 事業収益 10,000

事業収益
ユニバーサルファッションショー事業収益 200,000

受取寄付金
受取寄付金 320,000

受取会費
正会員受取会費 70,000

科　　目 金　　額

賛助会員受取会費 10,000

　特定非営利活動法人メイクユースマイル神戸

令和７年度活動予算書
成立の日から２０２６年 ３月31日まで

(単位：円)

Ⅰ 経常収益

80,000

講演会事業収益 30,000 240,000

320,000
受取助成金等



1.

2.

3.

4.

50,000

障がい者用衣料貸出事業 50,000
280,000

5.

1.

2.

委託費 50,000

　特定非営利活動法人メイクユースマイル神戸

令和８年度活動予算書
２０２６年４月１日から２０２７年 ３月31日まで

(単位：円)
科　　目 金　　額

Ⅰ 経常収益
受取会費
正会員受取会費 100,000
賛助会員受取会費 50,000

150,000
受取寄付金
受取寄付金 400,000

400,000
受取助成金等

受取助成金 3,000,000
3,000,000

事業収益
ユニバーサルファッションショー事業収益 100,000
虹色スマイル 事業収益 30,000

講演会事業収益 50,000

その他収益
受取利息
雑収益　 100,000

100,000
　　経常収益計 3,930,000
Ⅱ 経常費用

事業費
（1）人件費 0

給与手当 0
法定福利費 0

0
人件費計 0

（2）その他経費
講師謝金 200,000
消耗品費 500,000
印刷費 300,000
通信費 30,000
保険料 500,000
会場費 200,000
会議費 0
旅費交通費 300,000
その他経費計 2,030,000

事業費計 2,030,000
管理費
（1）人件費

給与手当 0
法定福利費 0

人件費計 0
（2）その他経費

消耗品費 100,000
印刷費 300,000
通信費 30,000
旅費交通費 100,000
光熱水費 0
保険料 20,000
会議費 20,000
租税公課 50,000

講師謝礼 20,000

　前年度繰越財産額 264,000

その他経費計 690,000
管理費計 690,000

　　経常費用計

　次期繰越正味財産額 1,474,000

地域ブランド衣料収益

2,720,000
　当期正味財産増減額 1,210,000


